
平成30年度都区財政調整方針(案)

平成30年度の都区財政調整については、下記により行うものとする。

記

第一基準財政収入額

1基準財政収入額は、各特別区の財政力を合理的に測定する趣旨を踏まえながら、

過去の実績に基づく標準算定を行う。

2算定に当たっては、社会経済及び税制改正の動向、国税の状況等を考慮しっっ、

標準徴収率により算定する。

第二基準財政需要額

1基準財政需要額は、特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができ

るよう、合理的かつ適正な方法により標準算定を行う。

2特別区における行財政の実態を踏まえ、算定方法を見直すとともに、各測定単

位における数値の増減、国・都の方針による増減等を見込むものとする。

第三今後の措置

1本方針に基づき、都と特別区及び特別区相互間の財政調整に関する条例の一部

を改正する条例案及び予算案を平成30年第一回東京都議会定例会に付議するも

のとする,

2区別の算定は、平成30年度測定単位の数値の確認を待って行う。

平成３０年度都区財政調整について
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平成30年度都区財政調整 (フレーム対比)(案)

(単位:百万円、%)

区分平成3〔〕年度当初見込ア平成29年度当初見込イ差引増△減ウ=アーイ増減率工=ウ/イ備考

市町村民税法人分623,550566,24557,30510.1

特別土地保有税101000.0

計1,854,4671,747,174107,2936.1

条例で定める割合55%55%一一

当年度分1,019,957960,94659,0116.1

精算分2,820、s10,972一

計A1,022,777952,79469,9837.3

内訳普通交付金分A×95%971,638905」5466,4847.3特別交付金分A×5%51,13947,6403,4997.3

基準財政収入額B1,131,526t123,1888,3380.7

特別区税特別区民税843,500806,87536,6254.5
軽自動車税3,2993ユ541454.6

特別区たばこ税62,92767,192△△甑:隊

鉱産税000

小計909,726877,22132,5053.7

利子割交付金2,5273,014△結7△

配当割交付金12,131ll,1339989.0

株式等譲渡所得割交付金8,3977,63276510.0

地方消費税交付金167,53319L538△乙Σi蓋5

ゴ1レフ場利用税交付金333300.0

自動車取得税交付金6,7605,1071,65332.4

地方特例交f寸金4,7984,20459414.1

計1,111,9051,099,88212,0231.1

地方揮発油譲与税3,7943,773210.6

自動車重量譲与税9,03:39390△:凱「△、⊃〆

航空機燃料譲与税945903424.7

交通安全対策特別交付金1,0211,069△18△且一・

合計1,126,6981,115,01711,6811.0

特別区民税特例加減算額娠・}H△L7鰻一

地方消費税交付金特例加算額11,44213,081△△

基準財政需要額C2」03,1642,028,34274,8223.7

経常的経費1,877,3631,808,08569,2783.8

投資的経費225,801220,2575,5442.5

差引C-B971,638905」5466,4847.3

交付額普通交付金971,638905,15466,4847.3特別交1寸金51,13947,6403,4997.3

計1,022,777952,79469,9837.3

注)計数整理の結果、変動すろことがある
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平成30年度都区財政調整の概要について

1交付金の総額【対前年度当初】

(1)調整税1兆8,545億円(6.1%増)

(2)交付金の総額1兆228億円(7.3%増)

(調整税×55%十精算額)

・普通交付金(95%相当)9,716億円(7.3%増)

・特別交付金(5%相当)512億円(7.3%増)

2基準財政収入額1兆1,315億円(0.7%増)

3基準財政需要額2兆1,031億円(3.7%増)

(1)経常的経費1兆8,773億円(3.8%増)

(2)投資的経費2,258億円(2.5%増)

《新規算定等の主な項目》

新規算定

0定期利用保育補助事業費

○自治体中間サーバー・プラットフォーム運用経費負担令など

算定改善等

○区立保育所管理運営費(公設民営委託料)

○国民健康保険事業助成費(国保制度改革)

○投資的経費に係る工事単価の見直し(建築工事)など

その他

0保育所整備等対応経費の臨時的算定など

4普通交付金所要額9,716億円(7.3%増)

※普通交付金所要額=基準財政需要額一基準財政収入額
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平成29年度都区財政調整再調整方針(案)

平成29年度の都区財政調整については、平成29年度都区財政調整決定方針(平

成29年8月7日決定)に基づき区別算定が行われたが、その後の調整税の動向を踏

まえ、下記により再調整を行うものとする。

記

第一交付金の総額

平成29年度東京都一般会計予算において、調整税が増額補正されることに伴い、

交付金の総額を増額するものとする。

第二基準財政需要額

次の事項に係る経費について、再算定するものとする。

1保育所整備等対応経費の臨時的算定

2投資的経費に係る工事単価の見直し(建築工事)

3民泊対応経費

第三今後の措置

1平成29年度都区財政調整の再調整に関し、平成29年度分の都と特別区及び

特別区相互間の財政調整の特例に関する条例案及び補IE予算案を平成30年第一

回東京都議会定例会に付議するものとする。

2区別の算定は、上記条例の公布及び補正予算の成立を待って行う一
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平成29年度都区財政調整再調整の概要について

1交付金の再調整額333億円

(1)当初算定残額110億円

(2)税収増による交付金の増223億円

2再調整の内容333億円

(1)普通交付金所要額310億円

【再調整の主な内訳】

保育所整備等対応経費の臨時的算定285億円

(2)特別交付金への加算23億円

3再調整後の交付金の総額9,763億円

(1)普通交付金9,251億円

(2)特別交付金512億円
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